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2026年4月22日


高齢者の権利

改正欧州社会憲章第23条

Rights of Older people
Article 23 of the Revised European Social Charter


[bookmark: _Hlk231205617]第23条 – 高齢者の社会的保障を受ける権利
高齢者の社会的保障を受ける権利が効果的に行使されることを確保するため、締約国は、直接、または公的・私的組織と協力して、特に以下の目的のために策定された適切な措置を採択し、またはその実施を促進することを約束する：　
· 高齢者が可能な限り長く社会の完全な一員であり続けられるよう、以下の措置を講じる：
a. 尊厳ある生活を送り、公的、社会的、文化的活動において積極的な役割を果たすための十分な資源の確保。
b. 高齢者向けのサービスや施設に関する情報の提供、およびそれらを利用する機会の提供。

· 高齢者が自由にライフスタイルを選択し、希望し、かつ可能な限り、慣れ親しんだ環境で独立した生活を送れるよう、以下の支援をすること：
a. 高齢者のニーズや健康状態に適合した住居の提供、あるいは住居を改修するための適切な支援。
b. 高齢者の健康状態に応じて必要な医療およびサービスの提供。

· 施設に入所している高齢者が、プライバシーを尊重されつつ適切な支援を受け、施設内の生活環境に関する決定に参画できるよう保証すること。

基本原則
本憲章には、高齢者が社会の積極的な一員として、個別的および集団的に具体的な支援を受ける一連の権利が盛り込まれている。これらの権利はいくつかの原則に根ざしている。欧州社会権委員会（ECSR）によれば、これらの原則は憲章の規定の解釈と適用を導くものである。
· 尊厳は、締約国が本憲章の下で遵守すべき最低基準を定義する上で極めて重要であり、援助・ケアを主とする父権主義的アプローチから、平等な市民権に焦点を当てたアプローチへの転換を示している。
· 自律は、恣意的な権利剥奪に対する保護措置に支えられ、高齢者が自らの保護や生活様式を選択できることを保証する。その点において、締約国は、本人の自律、意思、および選好を尊重する「支援付き意思決定（ supported decision-making）」によって、代理意思決定制度に代わる措置を講じなければならない。
· 第E条によって強化された平等は、多様性の尊重と、実質的な平等を確保するための積極的措置（positive action）の必要性を強調している。
· 連帯は、人間の社会的性質を反映しており、公的扶助や社会保険制度を通じた資源の再分配も含む。
· 参加とは、地域社会や、社会的権利の決定および法律や政策の実施に関連するプロセスに、有意義かつやりがいのある形で参加することを意味する。

第23条の適用範囲 
この憲章は、高齢者の権利を具体的に規定している点で他に類を見ないものである。第23条は、高齢者の権利を具体的に保護する人権条約の規定としては初めてのものである。その根底にある核心的な考え方には、年齢にかかわらず人間の自律と独立を重視するという主張がある。また第23条には、社会的包摂と積極的な市民権という概念も盛り込まれている。
憲章第23条は、締約国に対し、直接、あるいは公的または私的組織と協力して、特に高齢者が社会の完全な一員であり続けられるようにするための適切な措置を採択し、または促進するよう求めている。 第23条で使用されている「社会の完全な一員」という表現は、高齢者が年齢を理由に社会から排除されることがないことを要求している。社会の様々な活動分野に参加する権利は、現役か退職者か、施設に入所しているか否かを問わず、すべての人に保障されるべきである。
本条は、職場外における高齢者のウェルビーイングの様々な側面を網羅する、相互に関連した3つの部分で構成されている。本条は、締約国に対し、保健、社会保障および支援、住居、貧困および排除からの保護といった様々な分野にわたる高齢化社会の多様なニーズに対応する、包括的かつ分野横断的な措置を策定することを義務付けている。 本条項が想定する措置は、その目的および実施手段の双方において、高齢者の生活のあるべき姿に関する新しく進歩的な概念を指し示しており、締約国に対し、対象となる各分野において首尾一貫した行動を策定し実施することを義務付けている。

法的枠組み
第23条の実施は、その動的な性質を特徴としており、 高齢者の権利やニーズに関する社会的な認識や人権基準の変化に応じて進化する。同条の解釈は、経済社会権委員会（ECSR）の活動を通じて大きく発展してきた。したがって、第23条には以下の義務が含まれる：

差別禁止	
· 憲章第23条は、締約国に対し、雇用分野にとどまらず、すなわち、物品、施設、サービスへのアクセス、医療、教育、保険や銀行商品などのサービスにおいて、年齢差別と闘うための包括的な立法を採択することを求めている。
· 社会的権利の享受における高齢者への差別は、E条にも反する。E条は、年齢に基づく差別を含め、憲章に規定された権利の享受におけるあらゆる形態の差別を明確に禁止している。E条自体は、締約国に対する苦情の独立した根拠を創設するものではないが、憲章上の権利の実施において差別が容認されないことを保証している。
· 委員会は、直接差別と間接差別を区別している。直接差別とは、正当な目的、客観的な根拠、または比例性（proportionality）の原則がないにもかかわらず、同等の状況にある個人に対して異なる扱いをすることを指す。間接差別とは、一見中立的な法律が、関連する差異を考慮しなかったり、権利への平等なアクセスを確保しなかったりしたために、特定の集団に不均衡な影響を及ぼす場合に生じる。最近の事例において、委員会は間接差別について検討し、表向き中立的な法律が高齢者などの特定の集団に不当な影響を及ぼしていないかを評価してきた。 また、委員会は、多重差別や交差性の問題、例えば障害のある高齢女性に関する問題にも関心を寄せている。

エイジズム
· 憲章は、社会的権利を活用して個人の自律を支え、高齢者の尊厳および地域社会で充実した生活を送る権利を尊重することに全体として重点を置いている。したがって、エイジズム（年齢差別）の態度を特定・排除し、そのようなエイジズムを反映または助長する政策やその他の措置に対処することが必要となるる。委員会は、年齢に基づく他者または自己に対する固定観念、偏見、および差別を指す、現代的なエイジズムの定義を十分に考慮している。
· 締約国は、年齢を理由とする差別を禁止する包括的な法律を制定することに加え、社会におけるエイジズムと闘うために、以下を含む、幅広い措置を講じなければならない。
· 年齢に基づく差別を排除するため、既存の法律や政策を見直す（必要に応じて改正する）。
· 高齢者の機会均等と権利を保障する行動計画を策定する。
· 社会全体を対象とした意識向上キャンペーンや世代間の連帯の促進を通じて、高齢化に対する前向きな姿勢を醸成する。

法的能力	
· 第23条はさらに、高齢者が自ら決定を下す権利を保障するための、高齢者の意思決定支援に関する国内法制度を設けることを求めている。高齢者は、特定の病状や障害を抱えているという理由だけで、自ら決定を下す能力がないとみなされてはならない。締約国は、本人の自律、意思、および選好を尊重する「支援付き意思決定」によって、「代理意思決定」の制度に代わる措置を講じなければならない。そのような措置は、公式なものでも非公式なものでもよい。
· 高齢者は、自身の意思や希望を表明するために支援を必要とすることがあるため、言葉、絵、手話など、あらゆる可能なコミュニケーション手段を活用すべきである。この点に関連して、各国の法的枠組みは、高齢者の自律的な意思決定が恣意的に奪われることを防ぐための適切な保護措置を講じなければならない。また、高齢者に代わって行動する者が、高齢者の意思や権利に干渉することを可能な限り最小限に抑えるよう確保しなければならない。

虐待の防止	
締約国は、意識向上キャンペーン、法的枠組み、および制度的保護措置を通じて、高齢者に対する虐待（施設ケアおよびそれ以外の場合を含む）に対して適切な措置を講じなければならない。 特に、締約国は、問題の深刻さを評価し、高齢者に対する虐待やネグレクトを根絶する必要性について認識を高め、虐待の可能性を防止するための立法的またはその他の措置を講じるよう努めなければならない。虐待は、身体的、心理的・感情的、性的、経済的虐待という形態をとることもあれば、単に社会全体や福祉サービス、施設内における意図的または非意図的なネグレクトを反映している場合もある。

十分な資源の確保と情報へのアクセス 
· 第23条の前半では、高齢者が活動的な生活を送り、社会に十分に参加できる環境の整備が強調されている。これには、社会的基準に見合った所得水準を確保し、住居、食料、文化活動、交通機関といった生活必需品へのアクセスを可能にするなど、十分な資源（年金や給付金など）の確保が含まれる。また、高齢者の理解力やアクセシビリティのニーズに合わせて、利用可能な支援サービスや関連費用に関する情報を、利用しやすい形で提供することも義務付けられている。

十分な資源	
· 委員会は、高齢者が尊厳ある生活を送り、公的・社会的・文化的生活に積極的に参加できるよう、十分な所得と社会給付へのアクセスを確保するための積極的措置を講じる締約国の義務に焦点を当てている。これには、拠出制および非拠出制の両方の年金制度の検討が含まれ、年金は賃金および消費者物価に連動させることが求められ、補足的な現金給付やバウチャー、ならびに高齢者層の貧困水準も考慮される。
· この資源の総合的な構成は、所得および貧困に関する国家指標（例えば、平均賃金水準や貧困リスクの全体的な基準）と比較し、適切性が評価される。第23条は、最低所得が国の純等価中位所得の少なくとも50％となるように、給付額を定めることを求めている。

情報、サービス、施設へのアクセス	
· 第23条は、サービスや施設に関する情報の提供についてのみ言及しているが、それはサービスや施設の存在を前提としている。したがって、委員会は、これらのサービスや施設に関する情報の提供だけでなく、サービス および施設そのものも審査する。締約国は、利用可能な情報を（高齢者のニーズに合わせたあらゆる可能な手段を通じて、かつ彼らが理解できる言語で）提供し、その情報が効果的に受け取られたかどうかを確認する必要がある。
· この要件に加え、委員会は、ホームヘルプ、地域密着型サービス、認知症患者向けデイケア、リハビリテーション、食事配達、施設入所、緊急避難所、および文化・レジャー・教育施設などのサービスの利用可能性、範囲、費用について評価を行う。

多くのサービス（およびサービスに関する情報）はオンラインで利用可能になってきており、デジタル化は高齢者にとっても機会を提供している。しかし、高齢者は他のグループに比べてインターネットへのアクセスが限られている可能性があり、それを利用するために必要なスキルが不足している場合もある。したがって、欧州社会権委員会（ECSR）は、高齢者のデジタルスキルを向上させ、高齢者にとってデジタルサービスが利用しやすいようにし、非デジタルサービスが維持されるよう確保するための措置を講じるべきであると考えている。

自律、独立、およびライフスタイルの選択の促進 
· 第23条の第2項は、病気や障害により制約を受けている高齢者を含むすべての高齢者が、自らの生活について自律的な決定を行う権利を保障している。これには、適切な住居の選択肢や必要な社会・医療サービスの支援を受けながら、どこでどのように暮らすかを選択する権利が含まれる。締約国は、この選択の自由を促進する政策を実施し、高齢者が希望する生活環境の中で、可能な限り長く独立した生活を維持できるよう確保することが推奨される。

住居　
· 委員会は、国や地方の住宅政策において、高齢者の健康上のニーズに応える適切な住居の権利を強調する。また、シェルター型／支援型住宅の提供や、自立した生活が可能となるよう住居を改修するための支援を通じて、「住み慣れた場所で老いる（ageing in place）」という権利に基づくアプローチを支持する政策を求める。
· 締約国は、利用可能な資源を最大限に活用しつつ、高齢者向けの適切な住居の十分な供給を確保し、合理的な期間内に測定可能な進展を遂げるよう期待される。これには、ニーズと資源に関する統計の維持、定期的な影響評価の実施、目標達成のためのスケジュールの策定、および脆弱な立場にある高齢者への政策の影響の検討が含まれる。 また、高齢者が住宅の選択肢を利用できるようになるまでの待機期間は妥当なものでなければならない。一方、一時的なシェルターでの不合理に長い滞在期間は、憲章に違反するものである。

医療	
· [bookmark: _Hlk231214854]委員会は、医療が基礎的な医療を超えて、精神保健プログラムや緩和ケアなどの専門的サービスを含むものであることを強調している。さらに、締約国に対し、高齢者の医療に関するガイドラインを策定すること、および高齢者向け医療・長期ケアの利用可能性、アクセシビリティ、質の向上を目指す措置、ならびに高齢者に関する社会サービスと医療サービスの連携を図る必要性を強調している。 その文脈において、委員会は、ケア、特に在宅ケアや医薬品に関連する費用について、高齢者に過度の経済的負担を強いることのないよう検討している。医療サービスは身近にあるか、あるいは人々の自宅に提供される必要があり、ケアや治療に関するすべての決定については、高齢者に意見を聞く必要がある。
· 委員会が強調しているように、新型コロナウイルス危機は高齢者に対する平等な扱いの欠如を露呈し、それを悪化させたが、憲章第23条は、新型コロナウイルスや類似の状況においても等しく適用される。 医療の文脈においては、トリアージ方針の境界線を設定する際、高齢者の生活の質や生命の「価値」に関する固定観念に基づいて、希少な資源（例：人工呼吸器）の配給が行われた事例がある。 委員会によれば、医療資源の配分に関する決定は、年齢のみに基づいて行われるべきではなく、そのような決定が医療上の必要性と入手可能な最善の科学的証拠に基づいて行われることを確保するために、トリアージ手順が策定され、遵守されるべきである。 

[bookmark: _Hlk231215164]脱施設化と施設入所高齢者の保護
脱施設化
· 委員会によれば、施設入所は一種の分離であり、多くの場合、自律、選択権、独立の喪失につながる。憲章が個人の自律と高齢者の尊厳の尊重を全面的に強調していることから、高齢者の施設入所から脱却し、施設に代わる地域密着型の支援に投資転換する措置を講じる必要性が差し迫っている。
· 新型コロナウイルスのパンデミックは、施設ケアの欠点を浮き彫りにした。 憲章第23条が求めるように、高齢者が慣れ親しんだ環境で生活し続けられるようにすることは、ナーシングホームやその他の長期入所型施設・居住施設などの集団生活環境における感染リスクの高まりを踏まえると、これまで以上に重要となっている。地域生活を送る権利を実現するために地域社会への投資を求める「人権に基づく主張」に加え、今や、長期ケアニーズへの対応として居住型施設からの脱却を支持する「公衆衛生に基づく主張」が加わっている。

施設ケア	
· 長期ケアを必要とする高齢者は、自らの生活形態を選択できるべきである。その点において、委員会は締約国に対し、脱施設化戦略を策定・実施し、この目標に向けた具体的な進展を示すよう奨励する。移行期間において施設入所が避けられない場合、第23条の第3項は、施設で生活する高齢者が、プライバシー、尊厳、および自らの生活に影響を及ぼす意思決定プロセスへの参加という基本的権利を保持しつつ、適切な支援を受けられることを確保することに重点を置いている。 締約国は、これらの権利を擁護し、あらゆる形態の虐待やネグレクトを防止する、十分かつ手頃な価格で、適切に規制された施設ケアの提供を確保する義務を負う。
· 第23条は、施設における生活環境とケアが適切であること、および以下の基本的権利が尊重されることを求めている：自律の権利、プライバシーの権利、個人の尊厳の権利、 施設内の生活環境に関する決定への参加権、財産の保護、高齢者の身近な人々との個人的な接触を維持する権利（インターネットへのアクセスを含む）、および施設での処遇やケアについて苦情を申し立てる権利。
· 施設でのケアは手頃な価格で提供されるべきであり、その費用を賄うための支援が利用可能でなければならない。すべての施設は認可を受け、独立した検査機関の監督下に置かれるべきである。委員会によれば、民間サービスであっても、定められた基準を満たさなければならない。職員の資格要件、職員研修、職員の賃金水準、強制入所、社会的・文化的設備、身体拘束や鎮静剤の使用といった問題も、この規定の下で検討される。

高齢者に関連する憲章のその他の規定 
· 多くの点において、第23条の全体的な理念――平等かつ能動的な社会的市民権――は、憲章の他の実質的な規定にすでに反映されている。 しかし、第23条は、高齢者の文脈において他の権利を具現化させるための包括的な理念を提供している。これら憲章上の権利には、社会保障を受ける権利（第12条）、社会的・医療的援助を受ける権利（第13条）、および福祉サービスの恩恵を受ける権利（第14条）が含まれる。 また、高齢者の長期的なケアニーズの増大に伴い家族による支援の重要性を考慮し、特に高齢の女性に影響を及ぼす家庭内暴力や虐待からの保護の必要性を踏まえると、障害のある人（障害のある高齢者）の独立、社会的統合、および地域社会の生活への参加の権利（第15条）、ならびに家族が社会的、法的、経済的保護を受ける権利（第16条、第27条と併せて）も含まれる。
· 最後に、関連する憲章の規定としては、健康の保護（第 11 条）、貧困および社会的排除からの保護（第 30 条）、住居の確保（第 31 条）といった実質的な権利があり、これらは積極的な社会的市民権のための当然の前提条件である。また、年齢などを理由とする差別を禁止する E 条も含まれる。


関連する集団申立て 
· 国際高齢者団体連盟（FIAPA）対フランス、申立番号210/2022、2023年3月21日付受理決定――医療専門職協会の理事会選挙への立候補者に対する71歳という年齢制限（憲章第23条、第5条およびE条）。本案に関する決定は係属中
· 国際高齢者団体連盟（FIAPA）対フランス、申立番号205/2022、2025年3月18日付実質的判断――高齢者の法的および司法的保護（憲章第23条、第15条（障害者の独立、社会的統合および地域社会への参加の権利）、 第16条、第30条、第31条、および憲章のE項およびG項）。
· 国際児童養護連盟（DCI）ほか対スペイン、申立番号206/2022、2024年9月11日の実質的判断 – 停電が高齢者の健康および住居状況に与える影響ならびに社会的保護（憲章第11、15、16、17、20、23、27、30、31およびE条）
· 信頼（Validity）財団 – 精神障害権利擁護センター対 チェコ共和国、申立番号 188/2019、2023年10月17日付実質的判断――医療現場における拘束手段としての高齢患者のネット付き檻付きベッドへの収容（1961年憲章の1988年追加議定書第23条／第4条および憲章第11条）
· 信頼財団対フィンランド、申立番号197/2020、2023年3月22日の実質的判断 – 2020年春の新型コロナウイルス感染症パンデミックにおける障害者への対応（憲章第11条、第14条、第15条およびE条）
· OTEグループ通信年金受給者全ギリシャ協会（PAP-OTE）対ギリシャ、申立第165/2018号、2022年5月17日の実質的判断 – 金融危機中に実施された年金改革および給付削減（憲章第12条第2項、第12条第3項および第23条）
· 国際高齢者団体連盟（FIAPA）対フランス、申立番号162/2018、2020年12月10日の実質的判断――医療従事者協会の理事会選挙への立候補者に対する71歳という年齢制限（憲章第5条、第23条、およびE条）
· 国際高齢者団体連盟（FIAPA）対フランス、申立第145/2017号、2019年5月22日の実質的判断 – 高齢に伴う弱さを利用した搾取に対する処罰（憲章第23条およびE条）
· ノルウエー船員組合 (FFFS) 対 ノルウェー、申立番号 74/2011、2013年7月2日の実質的判断――62歳という上限年齢による船員の強制退職（憲章第1条、第24条およびE条）
· フィンランド介護者中央協会対フィンランド、申立第71/2011号、2012年12月4日の実質的判断 – 高齢者向けサービス付き住宅または24時間ケア付きサービス住宅の法定価格設定の欠如（憲章第13条、第14条、第16条および第23条）
· フィンランド介護者中央協会対フィンランド、申立番号70/2011、2012年12月4日付実質的判断――居住地に基づく家族および友人介護者への経済的支援制度の平等性（憲章第23条）
· 国際人権連盟（FIDH）対アイルランド、申立番号42/2007、2008年6月3日の実質的判断――国内に恒久的に居住していない者による拠出型老齢年金の受給（憲章第23条、第E条と併せて、および第12条）

その他の関連文書
ECSR（欧州社会権委員会）、「社会的権利と生活費高騰の危機：締約国による臨時報告書の検討－2025年」
ECSR、第23条に関する解釈声明：エイジズム（年齢差別） ― 2021年ECSR、COVID-19と社会的権利に関する声明 ― 2021年
ECSR、第23条に関する最新の結論 - 2021年
ECSR、第23条に関する解釈声明 - 1991年～2013年

（翻訳・佐藤久夫、　　　）
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